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       主   文 

 

一 原告の請求を棄却する。 

二 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

 

       事   実 

 

第一 当事者の求めた裁判 

一 請求の趣旨 

１ 物件の所在地・○○、地目種類・機械及び装置並びに工具器具及び備品、登録価格６

０３万５，８０９円、申出価格４０３万４，６２１円について、原告の福固審委第２号償

却資産の固定資産評価審査申出に対して、被告が昭和５６年６月２２日付でなした「本件

審査申出を棄却する。」との決定（以下「本件決定」という。）を取り消す。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

 

二 請求の趣旨に対する答弁 

主文同旨 

 

第二 当事者の主張 

一 請求原因 

１ 原告は、肩書住所地においてスナックを営む者であるが、右営業のため、別紙１の「資

産内容」欄記載の機械及び装置並びに工具器具及び備品の償却資産（以下「本件償却資産」

という。）を「取得年月」欄記載の時期に「取得価額」欄記載の金額で取得した。 

２ 原告は、昭和５６年５月１６日、福岡市南区長に対し、本件償却資産について、地方

税法（以下、単に「法」という。）３８３条に基づく固定資産の申告をした。 

３ これに対し、南区長は、同年５月２８日ころ、法４１７条１項により、原告の所有す

る本件償却資産の価格等を合計６０３万５，８０９円と決定して課税台帳に登録し、その

旨原告に対して通知した。そこで、原告は、被告に対し、同年６月１日付で右決定につき

審査の申出をしたところ、被告は、本件決定をした。 

４ 本件決定は、違法又は違憲である。 

５ よって、原告は、本件決定の取消しを求める。 

二 請求原因に対する認否 

１ 請求原因１ないし３の事実は認める。 

２ 同４の主張は争う。 

三 抗弁 
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１ 被告が本件償却資産を評価するに際して用いた方法は、次のとおりである 

（一）固定資産税の課税標準となるべき固定資産価格の評価については、法３８８条１項

に基づく昭和３８年自治省告示第１５８号（いわゆる「固定資産評価基準」。以下、このよ

うに呼ぶ。）がある。本件償却資産の評価は、右評価基準の第三章（償却資産）第一節（償

却資産）二「前年中に取得された償却資産の評価」（以下、同章節の各条項を「本件条項二」

のように表示する。）に従い、かつ法４１４条の制限に従って算定した。同条の制限は、当

該年度の７月１日以降に取得したものについて働くことになる。 

（二）右のような評価算定の方法を仮定事例で示してみる。例えば、納税義務者が昭和５

５年２月に取得価格金１００万円、耐用年数５年の償却資産を取得したと想定する（以下、

この事例を「事例甲」という。）。この場合、賦課期日である昭和５６年１月１日現在にお

ける右償却資産の評価は、本件条項二により、当該償却資産の取得価額１００万円からこ

れに本件条項二所定の「耐用年数に応ずる減価率表」の耐用年数５年に応ずる減価率０．

３６９を乗じて得た額３６万９，０００円の２分の１である１８万４，５００円を控除し

た残額８１万５，５００円となる。 

 また、例えば、昭和５５年１１月に事例甲と同じ償却資産を取得したと想定してみる（以

下、この事例を「事例乙」という。）。この場合、法４１４条により、償却資産の価格は、

法人税法又は所得税法の規定による減価償却額又は減価償却費の計算の基礎となる償却資

産の価額（右価額は、いわゆる月割償却法＜１月に満たない端数を生じたときは、これを

１月として、当該年分の償却費に相当する金額を１２で除し、これに当該業務の用に供さ

れた日からその年１２月３１日までの期間の月数を乗じて計算した金額を取得価額から控

除する方法＞により、当該償却資産の取得価額１００万円からこれに前記減価率０．３６

９を乗じて得た額３６万９，０００円の１２分の２である６万１，５００円を控除した残

額９３万８，５００円となる。）を下ることができないので、本件条項二によって算出され

る前記８１万５，５００円とを対比して、事例乙における償却資産の価格は、９３万８，

５００円と決定される。 

（三）右算定方式によると、本件償却資産の評価額は、合計金６０３万５，８０９円とな

る。 

２ 右の算定方法は、固定資産評価基準に従い、かつ法４１４条の制限に従ったもので、

適法である。 

（一）固定資産評価基準は、法的拘束力を有している。このことは、法３８８条の改正経

過から明らかである。即ち、従前、昭和３７年３月３１日法律第５１号地方税法の一部を

改正する法律（以下、「昭和３７年改正法」という。）の改正前の法４０３条１項が「市町

村長は、＜略＞自治大臣が示した評価の基準並びに評価の実施の方法及び手続に準じて、

固定資産の価格を決定しなければならない。」とされていたため、固定資産評価基準は、市

町村長に対する技術的援助のひとつとされ、その形式も自治事務次官の依命通達によって

いたところ、市町村の固定資産の評価がまちまちとなっていたので、固定資産の評価の均
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衡化を図るため、昭和３７年改正法による改正後の法同条項を、「市長村長は、＜略＞第３

８８条第１項の固定資産評価基準によって、固定資産の価格を決定しなければならい。」と

改められ、同時に、法３８８条１項として、「自治大臣は、固定資産の評価の基準並びに評

価の実施の方法及び手続（＜略＞）を定め、これを告示しなければならない。」との項が新

たに追加され、固定資産評価基準が官報に掲載され一般に告知された。従って、右改正後

は、固定資産評価基準と異なる評価方法を採用することは許されなくなったもので、同基

準には法的拘束力がある。 

（二）本件条項の定める評価方法は、合理的かつ適正なものである。即ち、右評価方法に

よると評価事務が簡便であるばかりでなく、ひとつの企業をとってみた場合、資産全体と

してみると当該年の１月に取得する資産もあれば１２月に取得する資産もあるから平均す

れば中央となる時点で取得したものとみなしても月割償却を行う場合と大差はないからで

ある。なお、いわゆる税務会計上は、原則として月割償却法を採用しているが、年度の中

途において事業の用に供した減価償却資産である機械及び装置等について簡便な償却法に

よることが特例として認められている（法人税法施行令５９条２項、所得税法施行令１３

２条２項）。 

（三）右のように、固定資産評価基準の定める評価方法は、合理的かつ適正なものであっ

て、憲法２９条、８４条に違反しない。 

四 抗弁に対する原告の認否及び反論 

１ 抗弁１の（一）、（二）の事実は認める。 

２ 同２の主張は争う。被告が採用した評価の算定方法は、違法又は違憲である。 

（一）ある年の中途に取得した償却資産の賦課期日の時点における評価は、月割りで計算

して評価するのが合理的である。即ち、事例甲では、昭和５６年１月１日現在における当

該償却資産の評価額は、その取得価額１００万円からこれに前記減価率０．３６９を乗じ

て得た額３６万９，０００円の１２分の１１である３３万８，２５０円を控除した残額６

６万１，７５０円と算定されるべきである。この算定方式によると、本件償却資産の評価

額は、別紙１の「原告の評価方法による評価（価格）」欄記載とおり、合計金４０９万７，

６０６円となる。 

 被告主張の算定方式は、その年のほぼ前半に取得した償却資産については、本件条項二

を適用し、ほぼ後半に取得したものについては月割りで計算するというのであって、一貫

性がない。また、被告は、ひとつの企業の資産全体としてみると平均化されると主張する

が、原告のような営業形態の場合は、設備備品を開業時に殆ど全部購入するのが一般であ

る。被告の主張は、営業の実際を無視した観念論である。さらに、被告主張の算定方法が

原告主張の算定方法より簡便であるとはいえず、かえって面倒であると思われる。 

（二）一方、固定資産評価基準には法的拘束力はないと解すべきであるから、被告は、右

の合理的な算定方式を適用しなければならないのに，抗弁１のような不合理な算定方式を

適用したから、本件決定は違法である。 
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（三）仮に固定資産評価基準に法的拘束力があるとしても、本件条項は、次のように解釈

すべきである。  

即ち、本件条項一には、わざわざ「償却資産の評価の基本」と題して基本原則が規定され

ているから、その趣旨とも併せ考慮すると、本件条項二の中の２分の１という数値は、課

税の便宜上から一応右数値を用いることとしたものと考えられる。確かに、ある年度のち

ょうど中間時点で取得した償却資産の場合には、２分の１という数値は、実態と合致して

適切なものである。しかし、いかに課税の便宜とはいえ、「疑わしきは納税者の利益に」の

標語のとおり、右条項を納税者にとって不利益に作用する方向で解釈することは許されな

い。この見地から、 

（１）納税者が右条項の２分の１の数値を適用して申告してきた場合には、それに従って

評価してよい。 

（２）しかし、納税者が本件条項の適用を拒んで、前記のような月割計算の方法をとって

申告してきた場合には、本件条項一の基本原則により月割計算によって評価算定すべきで

ある。 

従って、本件条項は、一律に２分の１という数値を適用して評価しなければならないとす

る趣旨ではなく、かえって納税義務者が月割計算の方法で申告した場合には、これに従う

ことを義務づけたものと解釈すべきである。しかるに、被告は右算定方法を適用しなかっ

たから、本件決定は違法である。 

（四）仮に本件条項二が一律に２分の１という数値を適用して評価しなければならないと

する趣旨であるならば、右条項は、合理的な根拠を欠き、実質的に国民の財産権を不当に

侵害するものであり、また租税法律主義に反し、憲法２９条、８４条に違反するものであ

る。従って、本件決定は違憲である。 

第三 証拠 

一 原告 

１ 甲第一ないし第三号証 

２ 乙各号証の成立は認める。 

二 被告 

１ 乙第一号証の一、二、第二ないし第八号証 

２ 甲各号証の成立は認める。 

 

 

       理   由 

 

一 請求原因１ないし３の事実は、当事者間に争いがない。 

二 抗弁１の（一）、（二）の事実は、当事者間に争いがない。 

 そこで、被告が本件償却資産を評価するに際して用いた算定方式の適法性について検討
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する。 

１ 法４０３条１項には、「市町村長は、〈略〉第３８８条第１項の固定資産評価基準によ

って、固定資産の価格を決定しなければならない。」と規定され、右固定資産評価基準は、

昭和３８年１２月２５日、自治省告示第１５８号（地方税法第３８８条第１項の規定に基

づく固定資産の評価の基準並びに評価の実施の方法及び手続」）として告示された。 

 

 本件条項二は、「前年中に取得された償却資産の評価は、当該償却資産の取得価額から当

該償却資産の取得価額にα２を乗じて得た額を控除してその価額を求める方法によるもの

とする。この場合においてαは、当該償却資産の『耐用年数に応ずる減価率表』に掲げる

耐用年数に応ずる減価率とする。」と定めており、他方法４１４条は、「市町村長、道府県

知事又は自治大臣が償却資産の価格を決定する場合においては、その価格は、法人税法又

は所得税法の規定による所得の計算上損金又は必要な経費として控除すべき減価償却額又

は減価償却費の計算の基礎となる償却資産の価額を下ることができない。」と定めているか

ら、前年中に取得された償却資産の評価は、右法条及び固定資産評価基準に従う限り、被

告主張のとおりの算定方式によることになるといえる。 

 成立に争いのない甲第一、第二号証、乙第二、第三号証によれば、被告は、右法条及び

固定資産評価基準に従って、抗弁１の（三）の事実のとおりの金額を算定して決定したこ

とが認められる。 

２ ところで、被告は、評価に用いた固定資産評価基準が法的拘束力を有するものである

と主張し、原告はこれを争い、より合理的な原告主張の算定方式を採用すべきであると主

張するので、この点を判断する。 

 およそ、告示とは、公示を必要とする行政措置の公示の形式である。固定資産評価基準

は、法３８８条１項に基づき、その明示的具体的委任を受けて、自治大臣（国家行政組織

法１４条１項）が固定資産の評価の基準並びに評価の実施の方法及び手続について市町村

間の評価の統一均衡化をはかるために発したものであって、昭和３７年改正法による改正

前の法４０３条１項が市町村長は自治大臣が示した評価の基準並びに評価の実施の方法及

び手続に「準じて」固定資産の価格を決定すべきものとしていたのを、同改正法によって、

前示のように、同条項において、法３８８条１項の固定資産評価基準に「よって」固定資

産の価格を決定しなければならないと定められ、あわせて法３８８条１項において、「自治

大臣は、固定資産の評価の基準並びに評価の実施の方法及び手続（〈略〉）を定め、これを

告示しなければならない。」と定めて、自治大臣に対し明示的具体的委任をした経緯は、改

正前後の右各法条の対照と改正理由によって明らかであり、成立に争いのない乙第四ない

し第七号証によってもこれを認めることができるので、これに徴すると、市町村長は、固

定資産評価基準に従った評価をなすべく義務づけられているものと解するのが相当である。

その意味で、【Ａ】固定資産評価基準は、法的拘束力を有しているものといわなければなら

ない。従って、被告が本件償却資産の評価にあたって固定資産評価基準に従ったこと自体、
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これを違法ということはできない。 

３ 次に、原告は、被告が固定資産評価基準に従ったことに対し、これを不合理なもので

あると主張し、それを前提として違憲の主張をする。そこで、先ず、法及び固定資産評価

基準（とりわけ、本件条項）の定める算定方法自体の合理性の有無について考察する。 

（一）固定資産税は、土地、家屋及び償却資産の資産価値に着目して課税されるものであ

るが、その税源としては、当該資産自体を切り売りすることが本来予定されているもので

はなく、通常、当該資産より生ずる収益から納税されることを予定するものであり、その

意味では、固定資産の有する本来的収益可能性に着目して課税されるものであると解する

ことができる。このことは、固定資産税の課税客体となる償却資産について、法３４１条

４号本文に、「土地及び家屋以外の事業の用に供することができる資産（〈略〉）でその減価

償却額又は減価償却費が法人税法又は所得税法の規定による所得の計算上損金又は必要な

経費に算入されるもの（これに類する資産で法人税又は所得税を課されない者が所有する

ものを含む。）をいう。」と定められているので、償却資産が本来的に事業の用に供されて

収益を生ずべき価値を具有する性質のものであるとして、その価値に担税力を見出し、そ

の償却資産そのものの有する本来的収益可能性に固定資産税課税の根拠をおいていること

からも明らかである。この意味で、【Ｂ】固定資産税は収益税的財産税とされる。 

 

 一方、減価償却とは、固定資産の物理的又は経済的な損耗を一定の方法により見積り、

その減耗額（減価償却額又は減価償却費）をその資産の耐用年数の期間内の各年度に割り

当てて、当該割り当てた額を固定資産の帳簿価額から減額することをいう。減価償却の結

果、貸借対照表上において償却資産の評価額の漸減が、損益計算書上においてその減少分

に相当する減価償却額又は減価償却費の費用化がそれぞれ表示計上される。かかる減価償

却の本質について、会計学上いわゆる評価説と費用配分説との争いのあるところであるが、

いずれの見解に立つにせよ、貸借対照表上の償却資産の漸減が観念的には当該資産の価値

の低下を反映するものとして表示計上されるものであることは明らかである（この点に関

する限り、評価説ではそれがまさに減価償却の本質であると説明され、費用配分説では、

それは一種の擬制であると説明されるという差異があるにすぎない。）。そして、右減価の

発生原因については、概ね継続的、規則的かつ必然的に生ずるいわゆる物理的減価と一般

に突発的に生ずるいわゆる機能的減価とに分類されるが、後者は特に具体的測定が困難で

あるし、また現実の多様な償却資産の具体的な減価の状況を実地に正確に捕捉してその都

度減価額を決定していくということは、それ自体実行困難で、そのうえ恣意性の混入を防

ぎがたい。そうでなくとも、費用の期間的配分が適正に行われないおそれがあるため、い

わゆる継続性の原則により、一旦採用された減価償却の方法は、みだりに変更することは

できないものとされる。このように一定の方法で算定表示される資産価値の漸減は、当該

企業において当該償却資産の価値がそのように漸減していくことの反映であると擬制され

たものにほかならない。このようにして漸減していく当該償却資産の価値の総和は、当該
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資産の取得価額、耐用年数及びこれに対応する定率法（償却費が毎年一定の割合で逓減す

るように、当該償却資産の取得価額にその耐用年数に応じた償却率を乗じて計算した金額

を各年分の償却費として償却する方法をいう。）の償却率で表示すると、別紙２数式１のよ

うに表わされる。 

従って、償却資産についての固定資産税は、右の価値の総和を担税力の根拠とするもので

あるから、課税標準たる価格として捕捉すべき当該償却資産の価格の総和は、可及的に耐

用年数の期間に保有する価値の総和に近似するものであることが望ましいこというまでも

ない。 

 そこで、本件条項に基づいて算定される償却資産の価格の総和をみるに、同条項二は、

前記のとおりであり、同条項三は「前年前に取得された償却資産（当該年度において新た

に課税されることとなるものを除く。）の評価は、当該償却資産の前年度の評価額から当該

償却資産の評価額に当該償却資産の『耐用年数に応ずる減価率表』に掲げる耐用年数に応

ずる減価率を乗じて得た額を控除してその価額を求める方法によるものとする。」旨定めて

いるから、課税標準たる価格は、耐用年数の期間内のある年度では一般項として別紙２数

式２のとおり表わされる（前顕乙第８号証によれば、固定資産評価基準の評価ハンドブッ

クにおいても、同一の算式によって説明されていることが認められる。）。耐用年数の期間

のその総和は、数式３のとおり表わされる。 

 ところで、税務上、本件償却資産に適用される減価償却資産の残存価額は取得価額に１

００分の１０の残存割合を乗じて計算した金額とされる（減価償却資産の耐用年数等に関

する省令・昭和４０年３月３１日大蔵省令第１５号第５条）から、耐用年数の期間に保有

する価値の総和と課税標準たる価格の総和は、それぞれ別紙２数式４，５のとおり表わさ

れる。 

 そこで、右の耐用年数の期間に保有する価値の総和と課税標準たる価格の総和の大小関

係及びどの程度の差があるかをみると、耐用年数の期間の課税標準たる価格の総和は保有

する価値の総和より常に大であるが、その差は別紙３の表のとおり、耐用年数２年の場分

に約１０％であるが、３年の場合に５％弱、５年の場合に２％弱であって、耐用年数が長

くなるにつれて単調に比率が減少して、耐用年数が２０年の場合には約０．１％になるこ

とは、計数上明らかである。 

 差がこの程度に止まることは、耐用年数の期間の課税標準たる価格の総和がその期間に

保有する価値の総和に極めて近似するものということができ、従って、【Ｃ】本件条項に定

められている償却資産の価格の算定方式は、簡易なものであって、かつ、固定資産税課税

の根拠に極めてよく合致したものであるということができる。 

（二）なお、原告は、償却資産についての固定資産税の課税標準は当該償却資産を当該年

度の内でいつ取得したかによって異なるのが合理的であるとの前提にたって、当該償却資

産の取得時期が異なる事例甲、乙を比較すれば、固定資産税賦課初年度の課税標準は事例

甲の方が事例乙よりも少額でなければ不合理であると主張するが、右の原告の主張は、既
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に述べた固定資産税の課税根拠からも明らかなように、全く採用の余地がないといわなけ

ればならない。なお、付言するに、このことは、事例甲、乙において、償却資産取得の時

期を異にすることにより当該償却資産の耐用年数の期間内に負担すべき税額の総和を異に

することをもって一般的に合理的なものといいうるかを考えれば、自ずと明らかである。

原告の発想は、１年度内で、償却資産を保有していた期間の長さと当該年度における課税

標準額とは比例すべきであるというものであるが、固定資産税は、収益税的性格を有する

ものの、あくまで財産税であり、しかも償却資産は漸次その価値を逓減するのであるから、

たやすくこれを単純比例計算するならば、極めて不公平な結果を招来することが明らかで

ある。尤も、課税額の各年度への期間的適正配分の観点からいえば、当該年度における保

有期間を考慮することも立法政策としては考えられないことはない。しかしながら、定率

法による減価償却の方法を採用する以上、厳密な意味での期間配分は、月割りにせよ一々

積分計算を経るほかなく、大量で迅速な処理を求められる税務実務上での採用は到底不可

能であること明らかである。 

（三）右に述べたように、本件条項の定める算定方法自体は極めて合理的なものと考えら

れるが、法４１４条により、固定資産税の課税標準たる償却資産の価格は、法人税法、所

得税法上の減価償却費計算の基礎となる償却資産の価額を下ることが許されず、他方、法

人税及び所得税の各制度上は、いわゆる月割計算方法が採用されている（法人税法施行令

５９条１項、３項、所得税法１３２条１項、３項）ことの結果として、固定資産税の課税

標準たる償却資産の価格決定の算定方式は、前記のように、いわば二段構えとならざるを

えず、本件条項の定める算定方式に従って算出した価額とは異なった価額をその償却資産

の価格として決定しなければならないこととなる場合が生ずる。この点を捉えて、原告は、

課税が一貫せず不合理であると主張するが、一方において、法４１４条の規定の趣旨は事

業を営む法人又は個人が法人税又は所得税の納税額を不当に減少させようとして償却資産

の過大評価をすることを可及的に防止しようとするところにあり、同条はそれ自体合理的

な立法であり、他方において、法人税及び所得税が純然たる収益税であって、当該企業又

は個人の事業年度内の所得を可及的に合理的に捕捉するため、年度の中途で事業の用に供

した償却資産についていわゆる月割計算法を採用していることもそれ自体として合理的な

ことであるというべきである。【Ｄ】これらの結果として、必然的に本件条項によって算定

される償却資産の価格が法人税法、所得税法上の減価償却費計算の基礎となる償却資産の

価額を下廻る場合には、後者の価額をもって固定資産税の課税標準たる価格とせざるをえ

ないことは、やむをえないことであるといわなければならない。 

 なお、我が国現行税制上、法人税及び所得税が最も根幹的な税であることはいうまでも

なく、原告主張のような計算方法はそれ自体としての不合理性もさることながら、他面本

末を転倒したものであるとの批難を免れないものというほかはない。 

（四）以上のとおりであるから、被告が本件償却資産の評価につき法及び固定資産評価基

準の定める算定方法に従ったことは、これを違法、違憲ということはできない。 
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４ 被告が法及び固定資産評価基準に則って評価した本件償却資産の価格は、合計６０３

万５，８０９円を下らないこと計算上明らかである。被告の算定には、何ら違法、違憲の

点はない。本件決定は相当であるというべきである。 

三 よって、原告の請求は、理由がないから、これを棄却し、訴訟費用の負担につき民事

訴訟法８９条を適用して、主文のとおり判決する。 

 福岡地方裁判所第二民事部 

 裁判長裁判官 富田郁郎 裁判官 川本隆 裁判官 松本光一郎 

 


